
















































































































特安法 産構法 円滑化法 事業革新法
時期（年） 1978～83 1983～88 1987～96 1995～ 
対 象 産業 産業 企業（設備），地域 企業








（安定基本計画） （構造改善基本計画） （事業適応計画） （事業革新計画）





化 （事業提携計画）＇ 生産・販売集約等 使用，新購入方式
対公取調整 × 。 。 。
共同行為指示 。 。 × × 
転換設備の法人税 活性化投資特別償却， 事業転換設備特別償却．設 長期保有資産買換え
控除 設備除去損控除優遇， 備除去損控除優遇，事業提 特例，試験研究費税
助成・税 登録免許税・不動産取 携設備特償，登録免許税・ 控除，事業革新設備
得税軽減他 不動産取得税軽減他 特償，登録免許税特
例他
事業転換の開銀融 活性化投資開銀融資， 事業転換等への開銀融資 事業革新円滑化融資
助成・融資 資 エネルギー有効利用融 制度他
資他











造船等14業種 等26業種 （紡糸機，高炉等） （機械も多く含む）















































































年度 金額（百万円） 件 数 等
昭和62年 12 新規 28件
昭和63年 87 新規 48件
平成元年 227 新規 78件
平成2年 408 新規 30件
平成3年 518 新規 25件
平成4年 584 新規 19件
平成5年 611 新規 6件
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口事業革新計画
回通算大臣の認定















































































年・月 文 書 名 関連法制 備 考
































































































































































































































































換に踏み切った」といえるほどの規模ではない 10 0 また多くの助成において手
続きが簡素化されたといっても，事業革新設備の特定償却を利用する際には煩





























































19. p松井 (1997),p.111, 114。
20 . r日本経済新聞J1988年1月22日。
皿．
1.この時期の各産業の不況対策については通商産業省 (1993)pp.60-221参照。
2.不況カルテルの活用，合繊への減産指導，中小企業カルテルの活用，雇用調整事業，そし
て設備処理を中心とする構造改善事業や設備廃棄に伴う金融対策（基金設置等）である。
3. PAPの概要・合意については伊藤 (1984）など参照。
4. 19回年2月10日に来日したブロック通商代表が，記者クラブ講演・公正取引委員会・通産
省など各所で産構法案を批判し， 5月18日からの日米協議（日米通商円滑化委員会）でも協
議対象に挙げられた。ちなみに特安法の国会提出は 2月15日，施行は 5月24日であった。
5.通商産業省（19回） pp.29-30。
6.受委託の結果，製品ごとに特定企業に生産が集中することによって設備処理が容易になる
（三菱総合研究所 (1~88) pp.30-34）。
7.徳久 (19邸） p.42によると，産構審化学工業部会において述べ100回以上の会合を経てまと
まった結論の目玉が，設備廃棄と生産・販売集約化であった。そしてそこで強く意識された
のが「独禁法の壁」であったという。また，同じく新規指定のセメント業界も物流合理化の
ニーズが高かった。
8.円滑化法制定に先立つ産構審総合部会企画小委員会（以下企画小委員会と略）「国際社会
の成長と協調に向けてJ，「前Jlレポート」，企画小委員会「21世紀産業社会の基本構想」（い
ずれも1986年）等の文書は，いずれも対外不均衡の是正を課題として掲げている。
9.例えば日本化学繊維協会（1996）によると，特安法・産構法の反省点として，設備制限の聞
に韓国・台湾に国際市場での合繊のシェアを奪われたことを挙げている。
10.特安法や産構法の場合でも，企業間に状況認識と戦略に差異がある場合には，調整が難航
している（松井 (1997)p.114, 118）。
11.産業基盤整備基金 (1995）によると，同法の対象216市町村のうち，鉄鋼・造船・鉱業等大
企業主体の業種を中核産業とするものが1/3の72市町村あり，人口比では約60%を占めて
いた。
12.通商産業省 (1988)p.16, 53。なおこのため，円滑化法の事業者対策と地域対策は厳密な
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対応関係にはなく，前者で対象とした以外の業種を主産業とする地域も，後者の対象になっ
ている。
13.産構審企画小委員会「国際経済社会の創造的成長と協調に向けてJ(1986）には，「事業転換
等の積極的な産業調整政策を進めなければならない。このためには，内需拡大を中心とした
経済運営を確保していくことが基本的に重要…」とある。
14.これを反映して，中小リストラ法には企業の海外進出に対する支援措置も含まれている。
15.合繊業界では，需給関係と設備過剰についてのアジア・レベルでの共通認識を形成すべく，
1995年4月にアジア化繊産業会議が開催されている。
N. 
1.小宮・奥野・鈴村（1984)13章など。その他主なものを松井 (1997)pp.105-107にまとめた。
2.後藤 (1993)p.1830 
3.向上書ではカルテル・アプローチとして，設備カルテルに加え，独禁法で容認された不況
カルテル（生産調整）や合理化カルテルも含めている。
4.後藤はこれに加え，退出コストの高い要因として，日本では資本設備に抵当権が設定され
ていることが多い点を挙げている。
5.後藤 (1993)p.185。
6.向上， p.186，及び後藤（1988）。
7.例えば日本化学繊維協会（1996）では特安法・産構法の反省点として，設備制限が韓国・
台湾に有利に働いたこと，国際競争力の視点が弱かったことに加え，業界の横並び体質を助
長し業界再編が先送りにされたことを挙げている。
8.上の資料の円滑化法の評価は「指定要件が厳しかったこと，手続きが煩雑な割にメリット
が少なかったことから，利用する企業は少なかったJというものである。
9.『日本経済新聞J1991年3月27日， 10月2日，『日経産業新聞J91年4月20日。
10.筆者が話を伺った数社の企業関係者も，異口同音に「事業革新法があったから事業転換を
決断したのではなく，やろうとしていた所にたまたま使える助成があったので利用した」と
述べている。
1.特に各企業の技術者の用語を官庁の用語に「翻訳」する作業が労力を要するといわれる。
12.特に事業規模の大きい大企業にとっては，単発の金銭的助成の効果は相対的に小さく，常
に利用する電力・物流コスト等の影響が大きくなる。
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